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１．経営成績・財政状態に関する分析

当社（旧イヌイ倉庫株式会社）は、平成26年10月１日付で旧乾汽船株式会社と経営統合（以

下、本経営統合という。）を行っております。また、当社は、同日付で、乾汽船株式会社へと

商号を変更しております。 

本経営統合により、当連結会計年度の連結業績は、当社の第２四半期連結累計期間（平成26

年４月１日～平成26年９月30日）６ヶ月分の連結業績に、本経営統合後の下期（平成26年10月

１日～平成27年３月31日）の連結業績を加算した金額となっております。そのため、当連結会

計年度の連結業績における各計数は、前連結会計年度と比較して大幅に変動しております。 

 これにより「（１）経営成績に関する分析」及び「（２）財政状態に関する分析」において

は対前連結会計年度との比較は記載を省略しております。 

 

（1） 経営成績に関する分析 

当連結会計年度における世界経済は、先進国、とりわけ米国を中心に回復基調にありました

が、欧州ではようやく始まった持ち直しの動きが足踏み状態にあること、アジアでは中国経済

の成長が緩やかに減速を続けていることなどから、世界経済の成長ペースは緩やかなものとな

りました。また、日本経済におきましては、政府による経済政策や日銀の金融緩和により企業

収益や雇用環境の改善など明るい兆しが見られました。その一方で消費税率引上げ以降個人消

費の回復に時間を要するなか、先行する物価上昇に伴う実質所得の低下など依然先行きは不透

明な状況で推移しました。 

このような状況下、当連結会計年度における当社グループの業績におきましては、売上高は

15,814百万円、営業損益は570百万円の損失、経常損益は1,045百万円の損失、当期純利益は負

ののれん発生益の計上があり、9,246百万円となりました。 

 

当社グループのセグメント別の業績は、次のとおりであります。 

なお、本経営統合に伴い、当社グループの報告セグメントの区分に「外航海運事業」を追加

し、従来の「物流事業」を「倉庫事業」に名称変更しております。また、「外航海運事業」と

「倉庫事業」を併せて、「ロジスティクス」と総称しております。対前年同期比は、従来より

比較可能な「倉庫事業」と「不動産事業」についてのみ記載しております。詳細については、

添付資料P.26「５．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（セグメント情報

等）」をご参照ください。 

 

①ロジスティクス 

・外航海運事業 

 当社が運航するハンディサイズばら積み船を取り巻く環境は、船腹過多による需給ギャップ

が拡がり、運賃・用船料は、採算を大幅に割り込む水準となりました。燃料油価格低下のコス

ト減少要因もありましたが、スポット契約の比重が大きいハンディサイズばら積み船において

は、原価の減少が運賃に反映されやすいこともあり、厳しい事業環境が続きました。 

 このような状況下、当社グループの外航海運事業におきましては、売上高は8,237百万円、セ

グメント損益は本経営統合に伴う償却負担の増加（467百万円）があり、1,336百万円の損失と

なりました。 

・倉庫事業 

 物流業界におきましては、貨物保管残高は前年度を上回る高い水準となりましたが、貨物取

扱量は下期にかけて前年同期を下回り、低調に推移いたしました。また、賃貸物流施設の稼働

率はタイトな需給バランスにより、引き続き高い水準にて推移いたしております。 

 このような状況下、当社グループの倉庫事業におきましては、文書保管事業の収益寄与があ

ったものの、倉庫保管事業において既存顧客の取引高の減少により売上高は前年同期比108百万

円減収（△3.3%）の3,125百万円となりました。セグメント利益は持分法適用関連会社の損失が

減少したこと等により、前年同期比40百万円増益（＋24.6%）の206百万円となりました。 
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②不動産事業 

 不動産業界におきましては、都心部の賃貸オフィスビル市況は空室率の低下が続き、賃料水

準も小幅な上昇傾向となりましたが、東京23区の賃貸マンション市況は賃料水準に回復傾向が

見られるものの前年度並みの水準で推移いたしました。 

 このような状況下、当社グループの不動産事業におきましては、既存賃貸物件の稼働率上昇

や新規稼働物件の収益寄与に伴い、売上高は前年同期比477百万円増収（＋12.0%）の4,451百万

円、セグメント利益は前年同期比443百万円増益（＋44.7%）の1,435百万円となりました。 

 

 

（次期の見通し） 

今後の世界経済は、米国で景気の着実な回復が期待されるものの欧州経済や新興国経済の先

行きには不透明感があります。また、日本経済は回復基調が続くと期待されますが、海外景気

の下振れによる影響も懸念されます。 

 このような状況の下、外航海運事業では、船舶の供給過多にともなう運賃市況低迷の影響は

深刻であり、市況の回復には時間を要する見込みです。また、倉庫事業でも貨物取扱量の減少

傾向が続く見込みです。一方、不動産事業では、顧客の選別によるエリア格差はありますが、

総じて賃貸市場の回復が見られます。 

このような状況の下、当社グループは、平成26年10月１日の経営統合に伴い、「これからの

乾汽船」（http://www.inui.co.jp/ir/library/managementplan.html）で打ち出した「経営の

３つの軸」（日々のカイゼン、事業資産の配分、新たな試み―グローバルロジスティクス）を

基点とし、経営管理における重要指標をキャッシュフローとし、平成29年３月期迄を目途に、

市況が悪い時でも安定配当の維持を可能とする事業の基礎構造を構築してまいります。 

次期の業績予想につきましては、売上高は23,908百万円、営業損益は2,472百万円の損失、経

常損益は2,773百万円の損失、当期純損益は2,325百万円の損失となる見込みです。 

 

なお、外航海運事業における為替、燃料油価格の予想前提は以下の通りです。 

 

  次期予想前提 当年度実績(注) 

為替レート（円／1米ドル） 120.00 114.85 

燃料油価格（US$／MT） 405 389 

  （注）合併後の2014年10月1日から2015年3月31日までの平均であります。 
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（2） 財政状態に関する分析 

（資産、負債及び純資産の状況） 

 当連結会計年度末における総資産は、本経営統合による増加等により、75,850百万円となり

ました。同じく負債は、39,902百万円となり、純資産は、35,947百万円となりました。 

この結果、自己資本比率は41.5%から47.4%になりました。 

 

（キャッシュ・フローの状況） 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、本経営統合による増加等により、5,226百万

円となりました。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度における営業活動の結果として得られた資金は、2,188百万円となりました。

これは主として、税金等調整前当期純利益8,648百万円、非資金損益項目である負ののれん発生

益9,940百万円の減少、減価償却費3,091百万円等によるものです。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度における投資活動の結果として使用した資金は、608百万円となりました。こ

れは主として、新造船建造代金の支払、船舶の売却等によるものです。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度における財務活動の結果として使用した資金は、2,150百万円となりました。

これは主として、長期借入金の返済及び新造船建造に係る調達等によるものです。 

 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
平成24年

3月期

平成25年

3月期

平成26年

3月期

平成27年

3月期

自己資本比率（％） 43.8 41.5 41.5 47.4

時価ベースの自己資本比率（％） 21.0 32.5 37.5 33.3

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 14.9 10.1 11.7 13.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  4.7  9.1 7.9 6.6

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式ベースにより算出しております。 

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている

すべての負債を対象としております。 
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（3） 利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

当社は、株主の皆様への還元を経営の最重要課題の一つと考えており、これまで安定配当に

重点をおいた配当政策を行ってまいりました。当期の配当につきましては、当初発表のとおり

９円とさせていただく予定でございます。 

 

 (4)  事業等のリスク 

当社グループの経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、次のよ

うなものがあります。なお、本項における将来に関する事項は、当グループが当連結会計年度末現

在において当社グループが判断したものであります。 

 

 1)事業環境変動のリスク 

当社グループは、外航海運事業及び倉庫事業並びに不動産事業を主たる事業としております

が、外航海運事業においては、世界各国の経済動向、政治的・社会的要因が事業に影響を及ぼす

可能性があります。特に主要な船舶の就航区域である、北米、豪州、欧州、アジア圏の景況によ

る物流の拡大・縮小は運賃及び不定期船市況に大きな影響を及ぼします。倉庫事業においては、

景気動向の変化及び顧客企業の物流コスト抑制・事業再編等が、当社グループの業績に影響を与

える可能性があります。また、不動産事業においては、首都圏における賃貸市場の需給バランス

の変化や市況動向等の影響を受ける可能性があります。 

2)自然災害、人災等によるリスク 

当社グループは、外航海運事業、倉庫事業、不動産事業を展開するにあたり、多くの船舶や施

設を有しております。そのため、地震、暴風雨、洪水その他の自然災害、事故等が発生した場合

には、船舶や施設の毀損等により、当社グループの事業に悪影響を及ぼし、また、所有資産の価

値の低下につながる可能性があります。 

3)資産価格変動のリスク 

当社グループが保有する資産（船舶、土地、建物、投資有価証券等）の収益性や時価が著しく

下落した場合には、減損または評価損が発生する可能性があります。 

4)各種規制変更のリスク 

当社グループは、現時点の規制及び基準等に従って事業を展開しております。将来における規

制及び基準等の変更並びにそれらによって発生する事態が、当社グループの業務遂行及び業績等

に影響を与える可能性があります。 

5)金利変動のリスク 

当社グループの設備資金及び運転資金は、その大部分を金融機関により調達しております。調

達した資金の金利リスクについては、金利スワップ取引による金利の固定化や有利子負債の削減

等でヘッジするべく努めておりますが、変動金利で調達している資金については、金利変動の影

響を受ける可能性があります。また、金利の変動により、将来の資金調達コストに影響を与える

可能性があります。 

6)共同事業によるリスク 

当社グループは、共同事業者を含む事業協力者と共に事業遂行しているため、事業協力者に事

業遂行に支障を来たす事由が生じた場合には、当社グループの事業遂行にも影響を及ぼす可能性

があります。 

7)情報システムのリスク 

当社グループは、基幹業務システムについて情報セキュリティや自然災害に対する安全対策を

とる等、コンピューターの運用を含めた安全管理を図り不正アクセスを防止・監視する管理体制

をとっておりますが、外部からの不正侵入により当社に重大な損害が発生する可能性がありま

す。 

8)船舶の安全運航、環境問題 

当社グループは、SOLAS条約（海上人命安全条約）に基づくISMコード（International Safety 

Management Code／国際安全管理規則）及びISPSコード（International Ship and Port 

Facility Security Code／国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律）等の

条約適合証書を取得し、それらをグループ内に浸透させ運用しております。また、当社は平成18

年６月に環境マネジメントシステムについての国際規格である「ISO14001」の認証を取得し、安

全管理に加えて環境管理の面においても強化を図っておりますが、海難事故発生時には、当社グ
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ループの主要な事業資産である船舶の破損により物理的被害が生じると同時に、人的被害及び環

境破壊が発生する可能性があります。 

また、油濁事故等による海洋汚染が発生した場合、当社グループの外航海運事業及び業績に多

大な影響を及ぼす可能性があります。 

9)為替レートの変動 

当社グループにおける外航海運事業の売上高の大部分は、米ドル建ての運賃及び定期貸船料が

占めております。一方で、運航費や用船料（借船料）、船員費・潤滑油費等の主な費用について

は米ドル建ての割合が高いものの、国内で発生した船舶修繕費や一般管理費の多くが円建てであ

ります。 

 円資金確保の為替取引時や外貨建て取引の円換算等において、為替レートの変動が損益等に影

響を与える可能性があり、費用のドル化を進めるとともに、為替予約等のヘッジ取引を積極的に

行っているものの、米ドル建て収入が費用を上回っており、円高進行時には損益に悪影響を及ぼ

す可能性があります。 

10)船舶燃料価格の変動 

船舶運航に必要な船舶燃料については、燃料価格が国内に比べ安価なシンガポール、ロシア等

で調達することや、先物予約によるヘッジにより、燃料費の安定化に努めておりますが、燃料価

格の上昇は運航船の収支に影響を及ぼします。 

11)コーポレート・ガバナンス 

当社グループは、前述の国際機関及び各国の法令、規則、規制等に対し、コンプライアンス

（法令遵守）の強化を図っております。さらにリスク・マネジメントを含む内部統制システムを

構築し、適切なコーポレート・ガバナンス体制を整備しておりますが、将来にわたって法令違反

等が発生した場合には、事業及び業績に多大な影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況

当社の企業集団は、当社と子会社４社及び関連会社４社で構成され、その業務は外航海運事業、

倉庫事業、不動産事業を展開しております。 

当社は子会社４社を連結決算上の対象子会社とし、関連会社４社を持分法適用会社としておりま

す。 

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりでありま

す。 

 

①ロジスティクス 

(1)外航海運事業 

子会社または船主（同業他社）より定期用船した船舶による貨物輸送（自社運航）と、用船社

（同業他社）への定期用船を行っております。また、主に当社への定期用船を行っているのが、

DELICA SHIPPING S.A.であり、用船社（同業他社）への定期用船を行っているのが、INUI 

SHIPPING（SINGAPORE）PTE.LTD.であります。 

（連結子会社） 

DELICA SHIPPING S.A.、INUI SHIPPING（SINGAPORE）PTE.LTD. 

 

(2)倉庫事業 

・倉庫保管事業 

顧客のために物品を倉庫に保管し、その対価として保管料等を収受する事業であります。普通

倉庫業のほかに保税蔵置場の許可をうけ関税未納輸出入貨物の保管業務を行っています。また、

主に庫内作業を行っているのが、イヌイ倉庫オペレーションズ㈱であります。 

・文書保管事業 

国土交通省の認定を受けた文書箱や什器等を倉庫に保管し、その対価として保管料等を収受す

る事業であります。 

・物流不動産事業 

物流不動産事業の企画、開発、賃貸、仲介並びに建物管理他これに付随する事業であり、主に

これを行っているのがイヌイ倉庫開発(同)であります。 

・貨物運送事業 

当社倉庫他の寄託貨物を運送する事業であります。また、主として当社倉庫の受寄物の自動車

運送に係る業務を行っているのが、イヌイ倉庫オペレーションズ㈱であります。また、自動車運

送に係る業務や引越し業務を行っているのが、持分法適用関連会社のイヌイ運送㈱であります。 

（連結子会社） 

イヌイ倉庫オペレーションズ㈱、イヌイ倉庫開発(同) 

（持分法適用関連会社） 

イヌイ運送㈱、博多アイランドシティマネージメント（同）、博多アイランドシティプロパテ

ィー特定目的会社 

 

②不動産事業 

勝どきエリアを中心に、自らが所有する住宅及び事務所等を賃貸する施設賃貸業を行っており

ます。 

（持分法適用関連会社） 

かちどきGROWTH TOWN㈱ 
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[事業系統図] 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 

 

※１．持分法適用関連会社であります。 
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３．経営方針

（1） 会社の経営の基本方針、会社の対処すべき課題、中期的な経営戦略及び目標とする経営指標 

 当社グループは、「これからの乾汽船」（http://www.inui.co.jp/ir/library/managementplan.html） 

に掲げておりますとおり、ロジスティクスの分野において、海運と倉庫というサービスを相互に

活用する事業展開を目指し、既存のお客様にも新たなお客様にも引き続き選ばれる企業であるた

めに、以下の「3つの経営の軸」を基点に、引き続き着実な歩みを進めてまいります。 

1．新たな乾汽船について 

旧乾汽船、旧イヌイ倉庫はそれぞれ外航海運業と倉庫業という領域で110年と90年、合せて200

年にわたり事業活動を行ってまいりましたが、昨今これら運輸や物流を取り巻く事業は、物の流

れを全体最適化させようとする「ロジスティクス」という考え方に包含されつつあります。加え

て、日本企業の活動は国外に広がり、国際的な物の流れはますます盛んになろうとしています。 

このような時代の変化に対応し、既存のお客様にも新たなお客様にも引き続き選ばれる企業と

なるためには、当社だからこそ提供できる価値の創造が必要となります。その価値とは「モノを

よく運ぶ」ことであると考えます。「よく」とは、「良く」、「能く」、「善く」、です。「モ

ノをよく運ぶ」ことが、当社のロジスティクスの目指す姿であります。 

2．3つの経営の軸 

旧乾汽船と旧イヌイ倉庫が合せて200年にわたって築いてきた実績と経験を基点に据え、今後の

経営の方向として3つの軸を定めました。 

①オペレーションのカイゼン 

二つの会社は従前より、それぞれの事業における改善活動に継続的に取り組んでまいりまし

た。しかし、双方の事業をもう一方の視点から見ることで、新たなムリ、ムダ、ムラが見えてき

ます。当社の直接のお客様だけでなく、その先の最終需要家までを見据えて物流の最適化を図る

ためには、現場、営業、コーポレート等、様々な業務において改善すべき余地が残されていま

す。 

当社グループの全役職員は、それらの改善項目を一から見直し、全ての領域において継続的な

カイゼン活動に取り組んでまいります。 

②資産のマネジメント 

継続的に投資が必要となる当社事業において、常に市況の波を捉えながら、船舶、物流倉庫、

不動産等の資産ポートフォリオの最適構成を維持し続けることは相応の経験とノウハウを必要と

します。これまでの経験の上に新たな知見を積み上げ、遺漏なく慎重に進めてまいります。 

各々の資産を事業の推進力・競争力とすべく、環境の変化に対応した資産マネジメントに注力

してまいります。 

③新しいロジスティクスプラットフォームの構築 

これからの時代は、単一の輸送や物流の中の一機能ではなく、国際間における一貫したロジス

ティクスサービスが求められます。当社の持つ外航海運業と倉庫業を軸としつつ、それらを補完

する事業者との提携・協力等により、新たなロジスティクスプラットフォームの構築に取り組ん

でまいります。 

まずは国際交易における物流情報の体系化と管理サービスから着手し、グローバルロジスティ

クスの実現に貢献するサービスを展開いたします。 

3．組織とガバナンスについて 

当社は比較的規模の小さな組織であり、その規模に適合した機動的かつ効率的な体制を維持す

るため、常に組織の簡素化と業務の効率化に取り組んでまいります。 

取締役会は、監査役を含め総数8名のうち社外取締役・監査役が5名となっており、独立性が高

く、かつ多様性に富んだメンバー構成により、透明性と公平性の高い経営判断を標榜します。 
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4．配当についての考え方 

配当政策は当社の最重要課題と位置付けております。当社の配当政策は、業績に応じた配当を

基本としつつ、業績にかかわらない一定水準の配当を安定的に維持することを目標とします。 

安定配当の考え方は、現在を基点として3ヵ年先までを見据えることとしており、これまで着実

に積み重ねてきた内部留保と賃貸不動産等の安定収益を基盤に、配当政策の実現に取り組んでま

いります。 

5．経営管理の重点指標 

当社の事業は、定期的な大型投資や市況変動・為替変動などの影響から、一定の資金需要の波

があることを前提とした運営が必要となります。経営実態をより正確に把握し適時適切な経営判

断を行うとともに、安定配当を維持していくためには、キャッシュフロー管理の視点が最も重要

であると考えております。 

今後2017年3月期までの2ヵ年半は、まず安定配当の維持を可能とする事業の基礎構造を構築し

てまいります。 

 

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社連結財務諸表は、現在、日本基準を適用しています。当社は、選択可能な各会計基準をめぐる

動向に注意を払いながら、将来を見据えて、常に最適な会計基準の適用を検討しています。 
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表
    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,435 5,346 

営業未収金 372 1,268 

繰延及び前払費用 115 685 

繰延税金資産 212 42 

貯蔵品 － 618 

その他 233 1,126 

貸倒引当金 △1 △1 

流動資産合計 2,369 9,088 

固定資産    

有形固定資産    

船舶 － 25,819 

減価償却累計額 － △1,768 

船舶（純額） － 24,050 

建物及び構築物 34,095 34,244 

減価償却累計額 △18,072 △18,938 

建物及び構築物（純額） 16,022 15,306 

機械装置及び運搬具 276 281 

減価償却累計額 △248 △253 

機械装置及び運搬具（純額） 28 28 

工具、器具及び備品 1,147 1,196 

減価償却累計額 △586 △750 

工具、器具及び備品（純額） 561 445 

土地 1,002 1,033 

信託建物及び信託構築物 6,469 6,469 

減価償却累計額 △1,429 △1,676 

信託建物及び信託構築物（純額） 5,039 4,792 

信託土地 3,935 3,935 

建設仮勘定 － 1,139 

有形固定資産合計 26,589 50,731 

無形固定資産    

その他 110 459 

無形固定資産合計 110 459 

投資その他の資産    

投資有価証券 10,327 14,449 

繰延税金資産 19 － 

退職給付に係る資産 － 23 

その他 734 1,099 

貸倒引当金 △0 △0 

投資その他の資産合計 11,080 15,571 

固定資産合計 37,780 66,761 

資産合計 40,149 75,850 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 350 1,557 

短期借入金 3,130 3,030 

1年内返済予定の長期借入金 2,253 3,796 

未払費用 43 115 

未払法人税等 45 9 

賞与引当金 67 101 

用船契約損失引当金 － 458 

その他 340 887 

流動負債合計 6,229 9,955 

固定負債    

長期借入金 13,666 21,566 

繰延税金負債 628 3,529 

退職給付に係る負債 81 55 

受入保証金 1,890 2,062 

長期前受収益 599 564 

特別修繕引当金 － 172 

用船契約損失引当金 － 1,638 

その他 401 356 

固定負債合計 17,267 29,946 

負債合計 23,497 39,902 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,767 2,767 

資本剰余金 2,699 11,625 

利益剰余金 11,102 20,128 

自己株式 △1,218 △1,006 

株主資本合計 15,350 33,514 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,316 2,196 

繰延ヘッジ損益 △15 △98 

為替換算調整勘定 － 334 

その他の包括利益累計額合計 1,300 2,433 

純資産合計 16,651 35,947 

負債純資産合計 40,149 75,850 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業収益 7,329 － 

営業原価 6,183 － 

営業総利益 1,146 － 

売上高 － 15,814 

売上原価 － 15,290 

売上総利益 － 523 

販売費及び一般管理費 816 1,094 

営業利益又は営業損失（△） 329 △570 

営業外収益    

受取利息 11 23 

受取配当金 73 94 

持分法による投資利益 12 22 

受取保証料 16 15 

デリバティブ評価益 2 14 

損害金収入 16 － 

違約金収入 2 23 

その他 22 18 

営業外収益合計 157 212 

営業外費用    

支払利息 221 349 

為替差損 － 26 

船舶燃料受渡精算金 － 255 

その他 13 55 

営業外費用合計 234 687 

経常利益又は経常損失（△） 252 △1,045 

特別利益    

固定資産売却益 0 0 

保険解約返戻金 22 16 

投資有価証券売却益 111 － 

負ののれん発生益 － 9,940 

特別利益合計 135 9,956 

特別損失    

減損損失 4 9 

固定資産売却損 － 117 

固定資産除却損 6 21 

割増退職金 13 － 

段階取得に係る差損 － 23 

借入金繰上返済費用 － 91 

その他 0 0 

特別損失合計 24 262 

税金等調整前当期純利益 363 8,648 

法人税、住民税及び事業税 53 8 

法人税等調整額 153 △605 

法人税等合計 206 △597 

少数株主損益調整前当期純利益 156 9,246 

当期純利益 156 9,246 
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（連結包括利益計算書）
    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 156 9,246 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △37 791 

繰延ヘッジ損益 △15 △83 

為替換算調整勘定 － 334 

持分法適用会社に対する持分相当額 1 89 

その他の包括利益合計 △50 1,132 

包括利益 105 10,378 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 105 10,378 

少数株主に係る包括利益 － － 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,767 2,699 11,232 △1,218 15,481 

当期変動額           

剰余金の配当     △287   △287 

当期純利益     156   156 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 － － △130 △0 △130 

当期末残高 2,767 2,699 11,102 △1,218 15,350 

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 
その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 1,351 － 1,351 16,833 

当期変動額         

剰余金の配当       △287 

当期純利益       156 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △35 △15 △50 △50 

当期変動額合計 △35 △15 △50 △181 

当期末残高 1,316 △15 1,300 16,651 
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当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,767 2,699 11,102 △1,218 15,350 

当期変動額           

剰余金の配当     △278   △278 

当期純利益     9,246   9,246 

自己株式の取得       △4 △4 

自己株式の処分   △0   0 0 

合併による増加   8,926   △1,003 7,923 

合併による自己株式の
交付       1,218 1,218 

連結範囲変動に伴う利
益剰余金の増減     57   57 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

          

当期変動額合計 － 8,926 9,025 211 18,164 

当期末残高 2,767 11,625 20,128 △1,006 33,514 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  その他有価証券

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定 その他の包括利

益累計額合計 

当期首残高 1,316 △15 － 1,300 16,651 

当期変動額           

剰余金の配当         △278 

当期純利益         9,246 

自己株式の取得         △4 

自己株式の処分         0 

合併による増加         7,923 

合併による自己株式の
交付 

        1,218 

連結範囲変動に伴う利
益剰余金の増減         57 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 880 △83 334 1,132 1,132 

当期変動額合計 880 △83 334 1,132 19,296 

当期末残高 2,196 △98 334 2,433 35,947 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

④【連結キャッシュ・フロー計算書】

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 363 8,648 

減価償却費 1,225 3,091 

減損損失 4 9 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △2 △25 

賞与引当金の増減額（△は減少） 4 11 

用船契約損失引当金の増減額（△は減少） － △229 

特別修繕引当金の増減額（△は減少） － △25 

受取利息及び受取配当金 △84 △117 

支払利息 221 349 

持分法による投資損益（△は益） 142 17 

為替差損益（△は益） － △96 

船舶燃料受渡精算金 － 255 

投資有価証券売却損益（△は益） △111 － 

固定資産除却損 6 21 

固定資産売却損益（△は益） △0 117 

保険解約損益（△は益） △22 △16 

割増退職金 13 － 

借入繰上返済費用 － 91 

段階取得に係る差損益（△は益） － 23 

負ののれん発生益 － △9,940 

売上債権の増減額（△は増加） 106 231 

繰延及び前払費用の増減額（△は増加） 8 △67 

仕入債務の増減額（△は減少） 47 8 

未払費用の増減額（△は減少） △7 39 

未払金の増減額（△は減少） △118 △85 

未払又は未収消費税等の増減額 100 281 

長期前受収益の増減額（△は減少） △50 △35 

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 41 192 

その他 △102 △182 

小計 1,782 2,567 

利息及び配当金の受取額 83 111 

利息の支払額 △205 △332 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △31 △67 

借入繰上返済費用の支払額 － △91 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,629 2,188 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 － △114 

固定資産の取得による支出 △2,184 △2,003 

固定資産の売却による収入 0 1,178 

投資有価証券の売却による収入 242 － 

投資有価証券の償還による収入 － 340 

関係会社出資金の払込による支出 △10 － 

その他 1 △9 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,950 △608 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の返済による支出 △300 △100 

長期借入れによる収入 2,850 3,500 

長期借入金の返済による支出 △2,837 △5,249 

配当金の支払額 △286 △279 

その他 △9 △21 

財務活動によるキャッシュ・フロー △582 △2,150 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 98 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △904 △471 

現金及び現金同等物の期首残高 2,339 1,435 

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △47 

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 4,309 

現金及び現金同等物の期末残高 1,435 5,226 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。 

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項 

（1）連結子会社の数及び名称 4社 

DELICA SHIPPING S.A.、INUI SHIPPING (SINGAPORE) PTE. LTD.、イヌイ倉庫オペレーション

ズ㈱、イヌイ倉庫開発(同)、 

 当連結会計年度より、平成26年10月１日付の旧乾汽船㈱との経営統合により連結子会社が増

加し、DELICA SHIPPING S.A.及びINUI SHIPPING (SINGAPORE) PTE. LTD.を新たに連結の範囲

に含めております。また、イヌイ倉庫住宅サービス㈱及び㈱東京エースボウルは総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が低下

したため、連結の範囲から除外しております。 

（2）主要な非連結子会社の数及び名称 3社 

乾光海運㈱、イヌイ倉庫住宅サービス㈱、㈱東京エースボウル 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がないため、連結の範囲から除外しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

（1）持分法を適用した関連会社の数及び名称 4社 

イヌイ運送㈱、かちどきＧＲＯＷＴＨ ＴＯＷＮ㈱、博多アイランドシティマネージメント

(同)、博多アイランドシティプロパティー特定目的会社 

（2）持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の数及び名称 3社 

乾光海運㈱、イヌイ倉庫住宅サービス㈱、㈱東京エースボウル 

（持分法の適用範囲から除外した理由） 

 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、いずれも総資産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外しております。 

（3）持分法適用の手続きについて特に記載する必要があると認められる事項 

不動産投資事業に係る特別目的会社等の持分法適用による投資損益を営業損益の区分に計上し

ております。 

 

３．連結子会社等の事業年度等に関する事項 

持分法適用関連会社のかちどきＧＲＯＷＴＨ ＴＯＷＮ㈱、博多アイランドシティマネージ

メント(同)、博多アイランドシティプロパティー特定目的会社の決算日は12月末日でありま

す。連結財務諸表の作成に当たって、これらの会社については、連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用しております。 

なお、それ以外の連結子会社及び持分法適用関連会社のイヌイ運送㈱の事業年度末日と連結

決算日は一致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的債券 

……償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

② デリバティブ取引 

……時価法 
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③ たな卸資産 

貯蔵品 

  ……主に移動平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産除く） 

船舶 

……定額法 

その他 

……定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

船舶       ３～15年 

建物       ３～47年 

構築物      ３～45年 

信託建物     ８～31年 

信託構築物    10～30年 

② 無形固定資産（リース資産除く） 

……定額法 

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

③ リース資産 

……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

  なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年11月

30日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

（3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

……従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度に負担すべき金額

を計上しております。 

（追加情報） 

 当連結会計年度より、旧乾汽船株式会社との経営統合に伴い、新たに特別修繕引当金及び用船

契約損失引当金を計上しております。 

③ 特別修繕引当金 

……船舶安全法による船舶の定期検査工事に係る費用の支出に備えるため、過年度の特別修繕

に要した費用を基礎に将来の修繕見込みを加味して計上しております。 

④ 用船契約損失引当金 

……用船契約の残存期間に発生する損失に備えるため、将来負担すると見込まれる損失額を見

積計上しております。 

（4）退職給付に係る会計処理の方法 

従業員及び執行役員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を簡便法によ

り計上しております。 

(5)収益及び費用の計上基準 

（追加情報） 

 当連結会計年度より、旧乾汽船株式会社との経営統合に伴い、新たに航海日割基準を採用してお

ります。 

  海運業収益及び費用の計上方法は、航海日割基準によっております。 
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（6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしてい

る場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合には、特例

処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

イ．ヘッジ手段………為替予約 

  ヘッジ対象………外貨建予定取引 

ロ．ヘッジ手段………金利スワップ 

  ヘッジ対象………借入金 

ハ．ヘッジ手段………商品先物 

  ヘッジ対象………船舶燃料 

③ ヘッジ方針 

社内管理規程に基づき、燃料油購入等における価格変動や、為替相場の変動によるリスクを回

避するためにデリバティブ取引を利用しており、投機目的のものではありません。また、金利

変動リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も

継続して相場変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジ有効性の判定は

省略しております。 

なお、商品先物及び金利スワップについては、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変

動額等を基礎として有効性を判定しております。ただし、特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略しております。 

（7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

かなリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。 

（8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

……税抜方式を採用しております。 

なお、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税については、期間費用として処理しており

ます。 
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（表示方法の変更）

（連結貸借対照表） 

前連結会計年度において、「流動資産」の「その他」に含めておりました「前払費用」は、旧乾

汽船株式会社との経営統合に伴う表示方法の見直しにより、当連結会計年度より「繰延及び前払費

用」として独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度

の連結財務諸表の組換えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「その他」に表示してい

た349百万円は、「繰延及び前払費用」115百万円、「その他」233百万円として組替えておりま

す。 

 

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「違約金収入」は、

営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。

この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っておりま

す。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示して

いた25百万円は、「違約金収入」２百万円、「その他」22百万円として組替えております。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において表示していた「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「前払費用の増

減額（△は増加）」は、旧乾汽船株式会社との経営統合に伴う表示方法の見直しにより、当連結会

計年度より「繰延及び前払費用の増減額（△は増加）」として表示しております。 

 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の

「長期前払費用の増減額（△は増加）」及び「差入保証金の増減額（△は増加）」は、金額的重要

性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表

示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」の「長期前払費用の増減額（△は増加）」に表示していた△29百万円及び「差入保

証金の増減額（△は増加）」に表示していた△８百万円は、「その他」として組替えております。 
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（企業結合等関係）

 当社と旧乾汽船株式会社は、平成26年５月12日開催のそれぞれの取締役会において承認のうえ、

合併契約を締結いたしました。同契約については、平成26年６月20日開催の当社第94回定時株主総

会及び平成26年６月26日開催の旧乾汽船第98回定時株主総会において、それぞれ承認可決され、平

成26年10月１日をもって本経営統合が成立し、当社は乾汽船株式会社に商号変更いたしました。 

 

  １ 企業結合の概要 

 (1)被取得企業の名称及び事業の内容 

  被取得企業の名称 乾汽船株式会社 

  事業の内容    外航海運業 

(2)企業結合を行った主な理由 

両社はそれぞれ海運と倉庫という業態にて事業活動を行ってまいりましたが、事業関係強化の

会合を通じ、経営における規模の経済性や、より安定した財務基盤を求めると同時に、さらなる

進化が求められる運輸物流の分野に、海運と倉庫というサービスを相互に活用する事業展開を目

論んでいこうとの認識に至りました。その結果、創業の祖を同一とする両社の歴史も踏まえ、経

営統合を行うことが、最良の策であると判断いたしました。 

新しい統合会社として「事業の伸長」、「経営基盤の強化」、「運営の効率化」という３つの

視点に基づいた効果を発現すべく、収益力の一層の向上と、強固な財務基盤構築に邁進してまい

ります。 

 (3)企業結合日 

  平成26年10月1日 

 (4)企業結合の法的形式 

  当社を吸収合併存続会社、旧乾汽船を吸収合併消滅会社とする吸収合併 

 (5)結合後企業の名称 

  乾汽船株式会社（イヌイ倉庫株式会社より商号変更） 

 (6)取得企業を決定するに至った主な根拠 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日公表分）及び「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成

20年12月26日公表分）の取得企業の決定方法の考え方に基づき、当社を取得企業と決定しており

ます。 

 

  ２ 連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

   平成26年10月１日から平成27年３月31日まで 

 

  ３ 被取得企業の取得原価及びその内訳 

   取得の対価 

     企業結合日に交付した当社の普通株式の時価         10,145百万円 

     合併直前に保有していた乾汽船株式の企業結合日における時価   179百万円 

   取得に直接要した費用 

     アドバイザリー費用等                     167百万円 

   取得原価                            10,491百万円 

 

  ４ 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数 

(1)株式の種類別の交換比率 

  当社 

（吸収合併存続会社） 

旧乾汽船 

（吸収合併消滅会社） 

交換比率 

（普通株式） 

１ 0.35 

(2)株式交換比率の算定方法 

当社及び旧乾汽船は、本合併に用いられる合併比率の算定に当たって公正性・妥当性を期す

ため、それぞれが独立した第三者算定機関に合併比率の算定を依頼し、それぞれ合併比率算定

書を受領いたしました。当社は第三者算定機関として野村證券株式会社を起用し、旧乾汽船は

第三者算定機関としてSMBC日興証券株式会社を起用いたしました。両社は、当該第三者算定機
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関による算定結果を参考に、両社それぞれが相手方に対して実施したデューディリジェンスの

結果等を踏まえて、それぞれ両社の財務状況、資産状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘

案した上で、両社間で合併比率について慎重に交渉・協議を重ねた結果、最終的に「４ 株式

の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数 (1)株式の種類別の交換比率」に

記載の合併比率が妥当であるとの判断に至り、合意いたしました。 

(3)交付した株式数 

 普通株式 10,114,946株（うち自己株式割当交付数2,241,986株） 

 

  ５ 負ののれん発生益の金額及び発生要因 

 (1)金額    9,940百万円 

       (2)発生要因  企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったためであります。 

 

  ６ 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

  流動資産     7,651百万円 

  固定資産    31,475百万円 

  資産合計    39,127百万円 

  流動負債     3,945百万円 

  固定負債    14,749百万円 

  負債合計    18,695百万円 

 

  ７ 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益 

   計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法 

  売上高          8,746百万円 

  営業利益         △656百万円 

  経常利益         △772百万円 

  税金等調整前当期純利益 △2,330百万円 

  当期純利益       △2,064百万円 

 

（概算額の算定方法） 

 企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定し、被取得企業の該当する期間損益に必要な

調整を加えることで算定した売上高及び損益情報を影響の概算額としております。 

 なお、影響の概算額については監査証明を受けておりません。 
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（賃貸等不動産関係）

当社では、東京都その他の地域において、賃貸用のマンション、オフィスビル等（土地を含

む。）を有しております。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,176百万

円であり、当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,657百万円であります。

前連結会計年度、当連結会計年度において、当該賃貸等不動産に関する減損損失はありません。 

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりでありま

す。 

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

連結貸借対照表計上額    

  期首残高 20,629 25,008

  期中増減額 4,378 △970

  期末残高 25,008 24,038

期末時価 60,637 65,369

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額

であります。 

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は建物の取得であります。当連結会計年度

の主な減少額は減価償却費であります。 

３．当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づい

て算定した金額であります。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。 

 当社は、「外航海運事業」「倉庫事業」及び「不動産事業」の３つを報告セグメントとして

おります。 

各事業の主要内容は、以下のとおりであります。 

（1）外航海運事業……………船舶の自社運航による貨物輸送、船舶貸渡業 

（2）倉庫事業…………………倉庫、荷役、貨物運送、物流不動産事業の企画、開発、賃貸、仲

介並びに建物管理 

（3）不動産事業………………施設賃貸 

なお、平成26年10月１日付の当社と旧乾汽船株式会社との経営統合に伴い、当連結会計年度よ

り当社グループの報告セグメントの区分に「外航海運事業」を新たに追加し、従来の「物流事

業」を「倉庫事業」に名称変更しております。また、「外航海運事業」と「倉庫事業」を併せ

て、「ロジスティクス」と総称しております。 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項」における記載の方法と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び

振替高は市場実勢価格に基づいております。 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他
（注１） 

合計 
調整額

（注２） 

連結 
財務諸表 
計上額 

（注３） 
 

物流
事業 

不動産
事業 

計 

営業収益              

外部顧客への営業収益 3,233 3,973 7,207 122 7,329 － 7,329 

セグメント間の営業収益

又は振替高 
0 41 42 － 42 △42 － 

計 3,233 4,015 7,249 122 7,372 △42 7,329 

セグメント利益又はセグメ

ント損失（△） 
165 992 1,158 △7 1,150 △821 329 

セグメント資産 13,303 18,664 31,968 49 32,018 8,131 40,149 

セグメント負債 897 2,471 3,368 50 3,419 20,078 23,497 

その他の項目              

減価償却費 372 833 1,205 0 1,206 19 1,225 

持分法適用会社への投資

額 
2,842 1,597 4,439 － 4,439 974 5,413 

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額 
183 1,703 1,887 － 1,887 104 1,991 

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ボウリング

場の運営事業であります。 

２．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△821百万円には、各報告セグメントに配分

しない全社費用△821百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。 

３．セグメント利益又はセグメント損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っており

ます。 
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当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額 
（注２） 

連結 
財務諸表 
計上額 

（注３） 

  ロジスティクス 
不動産 
事業 

計 

 
外航海運 
事業 

倉庫 
事業 

売上高            

外部顧客への売上高 8,237 3,125 4,451 15,814 － 15,814 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － 3 3 △3 － 

計 8,237 3,125 4,454 15,817 △3 15,814 

セグメント利益又はセグメ

ント損失（△） 
△1,336 206 1,435 306 △876 △570 

セグメント資産 31,296 12,876 17,952 62,126 13,724 75,850 

セグメント負債 16,525 907 2,538 19,971 19,930 39,902 

その他の項目            

減価償却費 1,765 368 924 3,058 32 3,091 

持分法適用会社への投資

額 
－ 2,773 1,648 4,421 1,097 5,518 

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額 
3,019 37 200 3,257 17 3,275 

 （注）１．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△876百万円は、各報告セグメントに配分し

ない全社費用△876百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。 

２．セグメント利益又はセグメント損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っており

ます。 

３．第１四半期連結会計期間より、株式会社東京エースボウルは総資産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が低下したた

め、連結の範囲から除外しております。これに伴い、事業セグメントの「その他」の区分

につきましては実績が無くなったため、記載しておりません。 
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【関連情報】 

前連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

（1）営業収益 

海外営業収益がないため、記載を省略しております。 

（2）有形固定資産 

海外に所在する有形固定資産がないため、記載を省略しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

顧客の名称又は氏名 営業収益（百万円） 関連するセグメント名 

 ㈱東急コミュニティー 1,554  不動産事業

 ㈱ザイマックスプロパティズ 957  不動産事業

  （注）㈱ザイマックスアクシスは平成25年10月に㈱ザイマックスプロパティズに商号を変更し

ております。 

 

当連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

（1）売上高 

（単位：百万円） 

日本 中国 オランダ その他 合計

12,287 832 567 2,127 15,814

（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

   ２．「中国」の区分は、香港を含んでおります。 

 

（2）有形固定資産 

（単位：百万円） 

日本 パナマ シンガポール 合計

25,535 18,374 6,821 50,731

 

３．主要な顧客ごとの情報 

  外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10%以上を占める相手先がいないため、

記載はありません。 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日） 

        （単位：百万円） 

  物流事業 不動産事業 その他 全社・消去 合計 

減損損失 － 2 2 － 4 

 

当連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日） 

        （単位：百万円） 

  外航海運事業 倉庫事業 不動産事業 全社・消去 合計 

減損損失 － 3 － 5 9 
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日） 

当社は、平成26年10月１日付で当社を存続会社、旧乾汽船株式会社を消滅会社とする吸収合併を行

っております。これにより、負ののれん発生益が9,940百万円発生しておりますが、各セグメントに

は配分しておりません。 

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 1,043.46円 1,433.96円

１株当たり当期純利益金額 9.83円 450.99円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

当期純利益金額（百万円） 156 9,246

普通株主に帰属しない金額（百

万円）
－ －

普通株式に係る当期純利益金額

（百万円）
156 9,246

期中平均株式数（株） 15,958,193 20,501,478

 

   ３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

  （平成26年３月31日）
当連結会計年度

  （平成27年３月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 16,651 35,947

純資産の部の合計額から控除する

金額（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額

（百万円）
16,651 35,947

期末の普通株式の数（株） 15,958,064 25,068,982

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。 
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６．その他

(1)役員の異動 

 ①代表取締役の異動 

  該当事項はありません。 

 ②その他の役員の異動 

  ・新任監査役候補 

      監査役 尾﨑輝郎（社外監査役の候補者であります。） 

  ・退任予定監査役 

  （常勤）監査役 控井達夫 

 ③就任予定日 

  平成27年６月19日 
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